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①



・全球的に海洋の酸性化・貧酸素化が進行中。

#酸性化については気候変動の影響への適応計画において、沿岸域における pH の日周変動の
把握と生物への酸性化影響機構の解明を進め、将来における影響予測とそれに基づいた対策
技術の開発を行うことが明記。

#貧酸素化についてはH28年より水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準に、底層溶存
酸素濃度が追加される。

・沿岸域では温暖化を要因とする酸性化・貧酸素化に加え、陸域栄養塩負荷や陸水負荷
による酸性化・貧酸素化が発生しており、後者はローカルレベルでコントロール可能。

・酸性化・貧酸素化それぞれが海洋生物に与える影響についての知見は蓄積されつつ

あるが、両者の複合影響に関する知見は世界的に見ても極めて乏しい。

研究開発の背景

研究開発目的

・海水のpHと溶存酸素濃度を同時に制御可能な飼育装置を用いて、日本沿岸に生息する
複数の海洋生物に対する酸性化と貧酸素化の複合影響の評価試験を実施し、複合影響

を考慮したpHおよび溶存酸素濃度の影響発現閾値を算定する。

・高解像度生態系モデルを用いて沿岸域海洋環境の将来予測を実施し、国内沿岸域
において酸性化と貧酸素化の複合影響が発現する時期の予測を行う。

・数値モデル上で陸域からの栄養塩負荷量や淡水供給量を変化させることにより、酸性化・

貧酸素化複合影響発現時期をどの程度遅延させることができるかを評価する。

②



研究目標

全体目標：
日本沿岸域における酸性化と貧酸素化の複合影響に関する総合的な評価を実施し、

沿岸各自治体が適応策を検討するための基本情報として公開する。

①6種の沿岸生物に対する酸性化・貧酸素複合影響評価実験を実施し、それぞれの
生物について酸性化・貧酸素化複合影響の発現閾値を特定する。

②飼育実験後の個体の遺伝子発現解析および骨格観察・元素分析を実施し、その結果
から各生物の酸性化・貧酸素複合影響発現機序の推定を実施する。

③宮古、柏崎、東京湾におけるpHと溶存酸素濃度の周年モニタリングを実施し、現在の
沿岸域におけるpHと溶存酸素濃度が、得られた閾値に対してどの程度離れた、または
近い状況にあるかの評価を実施する。

④宮古、柏崎、東京湾のpH・溶存酸素変動を再現可能な高解像度沿岸生態系モデルを
開発し、将来の日本沿岸域におけるpHと溶存酸素濃度が、何年程度後に得られた閾

値に到達するかの予測を実施したうえで、
陸域栄養塩負荷量を管理することでこの影響発現閾値到達時期を何年程度遅延させ
られるかの予測を行い、沿岸各自治体が適応策を検討するための基本情報として
公開する。

下位目標（各サブテーマ目標）：

③



サブテーマ毎の研究開発内容

サブテーマ1 海洋生物への酸性化と貧酸素化の
複合影響評価実験 [海洋生物環境研究所]

・pH５段階 （8.0, 7.8, 7.7, 7.6, 7.5） Ｘ 溶存酸素濃度（DO）５段階
（230、185、140、95、50 μmol/kg ） の25区画を同時運用可能な
酸性化・貧酸素複合ばく露水槽を開発

=>シオダマリミジンコ、キタクシノハクモヒトデ、ウバガイ、バイ、
シロギス、アマノガワテンジクダイの６種の生物の酸性化・
貧酸素化複合影響飼育試験を、それぞれ複数の生活史段階
について実施

=>複合影響が発現する閾値となるDO値をpH条件ごとに算定

④

サブテーマ2 生理学的・形態学的計測に基づく酸性化・
貧酸素化複合影響の発現機序解明 [産業技術総合研究所]

・サブテーマ1の飼育個体の網羅的遺伝子発現解析を実施
キタクシノハクモヒトデ、ウバガイ、バイについては、炭酸カルシウム
殻の形態観察と元素分析も実施

=>複合影響が発現した個体の遺伝子発現パターンの変化・
殻の形態・元素組成の変化から、各生物の複合影響発現機序を
推定

=>貧酸素影響下で各生物種に共通に現れるストレス遺伝子を
「貧酸素ストレスマーカー」として抽出



サブテーマ毎の研究開発内容

サブテーマ3 沿岸域における酸性化・貧酸素化の現状把握
[水産研究・教育機構]

・宮古地先/沖合、柏崎地先/沖合、東京湾における水温・塩分・DO・
pHの連続周年観測を実施。（測定精度：pH±0.02 、DO±5µmol/kg ）

=>各海域におけるDO、pH、アラゴナイト飽和度(Wara)の年最低値と
サブテーマ1で求められた複合影響発現閾値（24-h LD5)との比較から
複合影響発現猶予値、または閾値超過日数を算出。

=>各海域におけるDO、pH、 Waraの変動要因を推定

サブテーマ4 沿岸域における酸性化・貧酸素複合影響の
将来予測 [北海道大学]

⑤図3-1

a) b) c)

d)

・宮古、柏崎、東京湾のDO、 pH、 Waraの変動を再現可能な高解像度
沿岸生態系モデルを開発。
二つのCO2排出シナリオ（RCP8.5, RCP2.6）と３つの栄養塩シナリオ
（将来の海域への栄養塩負荷量を現在と同じと仮定、現在から半減、
現在から倍増）のもとで、各沿岸域のDO、 pH、 Waraの将来予測を実施

=>柏崎・宮古では、 DO、 pH、 Waraが複合影響発現閾値に到達する年が
シナリオによりどう変化するかを解析

=>現時点でDO、Waraの年最低値が複合影響発現閾値下回る東京湾では、
閾値超過日数がシナリオによりどう変化するかを解析



研究成果の概要 ⑥

1] 沿岸生物の酸性化・貧酸素化複合影響発現閾値の算定

・飼育実験の結果、 ６種の生物のうちウバガイ・バイ（卵・幼生）、
キタクシノハクモヒトデ・シオダマリミジンコ（成体）は、実験範囲内で
致死的な複合影響は生じないことが確認できた。

・シロギス卵・幼生、シオダマリミジンコ幼生では、pH条件により
異なる閾値で貧酸素影響が発現する複合影響を確認
=>24時間の暴露時間における5%致死濃度として酸性化・貧酸素化複合影響発現閾値

を算定。

異なるDO・pH
条件に対する
シロギス卵の
孵化率の変化
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５．研究成果 

５－１．成果の概要 

 各サブテーマの成果の詳細は本報告書の後段で記載されているので、本稿では各サブテーマで得られ

た成果を統合することで得られた課題全体としての最終的な知見について示す。 

なお現在、酸性化及び貧酸素に関する科学的議論の場では、海水のpHは環境省が公共用水域水質調

査等で使用している淡水用の単位（JISスケール）ではなく、海水専門の単位（海水スケール。JISスケ

ールよりも約1.3程度高い値になる）を使用する事が一般的である。同様にDOについても、科学的議論

の場では環境省が公共用水域水質調査等で使用しているmg/Lではなく、µmol/kgを単位として使用する

事が一般的になりつつある。本課題のキックオフ会議においてこうした表示単位の混在についてアドバ

イザー委員からの指摘を受け、協議を行った結果、本課題ではpHは海水スケール、DOはµmol/kgに表記

を統一することとした。本報告書でも、pHとDOについては原則として上記の単位を使用し、既存の公共

用水域水質調査との比較の場合にのみmg/Lに換算した量を並記する。 

 

1] 沿岸生物の酸性化・貧酸素化複合影響発現閾値の算定 

サブテーマ1の実験に基づき、6種の生物に対するDOの24時間暴露後5%致死濃度（24h-LD5）が算出さ

れた（表3-1：本章に再掲）。幸にして、ウバガイとバイの卵・幼生、キタクシノハクモヒトデとシオ

ダマリミジンコの成体では、本研究の実施した実験範囲内で致死的な貧酸素影響は生じないことが確認

された。一方シロギスの卵・幼生とシオダマリミジンコの幼生では、ある閾値以下のDOで致死的な貧酸

素影響が発現することが判った。この閾値は今後の気候条件下における適切な溶存酸素濃度基準値を検

討していく際に、根拠データの一つとして活用できると考えている。 

 

表3-1 サブテーマ1で求められた24-h LC50に基づいて算出された、各pH条件下におけるDOの24時間暴露

後5%致死濃度（24-h LC5; 単位はµmol/kg）。ウバガイ、バイ、キタクシノハクモヒトデはサブテーマ1

の実験条件の範囲内では貧酸素影響を受けないと判定されたため、24-h LC5は算出していない。 

 

生物種  生活史段階     pH 

     8.0  7.8  7.7  7.6  7.5 

 

シロギス   卵     128       132       121       117  137 

    仔魚  125  111  119  120  131 

シオダマリ   

ミジンコ  幼生   68   76   60   77   78 

 

 

 環境省における公共用水域の底層溶存酸素濃度基準値の設定に際して、シロギス未成魚の貧酸素耐

性試験結果（2.6mg/L, 環境省 平成25年度下層DO及び透明度新規環境基準化検討業務報告書）も参考情

報として使用されているが、卵・仔魚等の再生産段階については直接的な実験が行われていなかったた

め、未成魚の実験結果に1mg/Lを足した値（3.6mg/L）を再生産段階のシロギスの貧酸素耐性評価値とし

ている。またこれらの貧酸素耐性評価値を踏まえ、最終的な「水生生物の保全に係る水質環境基準」の

生物１基準値は4.0mg/Lと設定された。今回の実験の結果、現在のpH 条件（400μatm）における実際の

シロギス仔魚の24-h LC5は125µmol/kg、シロギス卵の24-h LC5は128 µmol/kgである事が明らかになっ

た。この値をmg/Lに換算すると、それぞれ4.1mg/Lと4.2mg/Lになる。これらの値は底層溶存酸素濃度基

準値設定時の想定値（3.6mg/L）よりも有意に大きく、現在の「水生生物の保全に係る水質環境基準」

の生物１基準値を満たしている海域においても、シロギスの再生産には何らかの影響が現れている可能

性があることを示唆している。この結果は、今後底層溶存酸素濃度基準値の見直しが行われる場合には

各pH条件下の24時間の暴露時間における5%致死DO濃度（24-h LC5; 単位はµmol/kg）

# 現在の東京湾のpH条件（pH=7.8）におけるシロギス卵の24-h LC5 (132 µmol/kg = 4.2mg/L）は、
東京湾の底層溶存酸素濃度基準（生物１基準値 ; 4.0 mg/L）よりも高い
=>東京湾では底層溶存酸素濃度基準値を満たしている海域でも、シロギスに影響が出る可能性

# 将来の東京湾のpH条件（pH=7.5）における24-h LC5は、各生物ともに現在より上昇する。
=> 将来の酸性化が進んだ環境下では、より厳しい底層溶存酸素濃度基準値を設定する必要を示唆

・その他、非致死的な複合影響も多数発見。（複合影響下でのバイ成体の成長速度の低下、ウバガイ成体の成長速度の
増加、キタクシノハクモヒトデの行動活性低下….等）



研究成果の概要 ⑦

2]中程度の酸性化条件における「緩和的な複合影響」の出現

・シロギス卵・幼生、シオダマリミジンコ幼生の24-h LD5は、
十分低いpH条件では現在より上昇するが、中程度のpH
条件下（pH=7.7〜7.6）ではむしろ現在よりも低下することが
確認された（緩和的な複合影響）。
=>既往知見ではほとんど見られない事例。

飼育条件の高精度管理が功を奏した？

・サブテーマ2による網羅的遺伝子発現解析の結果からも、
酸性化単体、貧酸素化単体で発現が増加する遺伝子の
多くが複合影響下では発現量が緩和されることを確認。

・特に、解糖系に関わる遺伝子群の発現量増加を多数検出

=>貧酸素により電子伝達系の活動が阻害された結果、
効率の悪い解糖系によるATP合成を行わざるを得なく
なっている？

=>中程度の酸性環境下で解糖系の発現が緩和されるの
は、ボーア効果（酸性環境ではヘモグロビンが酸素を解
離しやすくなり、結果体の末端における酸素欠乏が解消
される）が働いているため？

複合影響区で遺伝子発現が緩和・促進された遺伝子群の発現パ
ターン（シロギス卵）

対照区(CTL)、酸性化区(CO2)、貧酸素区(LDO)、複合影響区(Both）
における、シロギス卵の解糖系関連遺伝子の発現パターン。



研究成果の概要

3]貧酸素ストレス指標遺伝子群の特定

・シロギスの網羅的遺伝子解析の結果、貧酸素条件下において特異的に発現量が
増加する３種の遺伝子を特定

#ヒートショックプロテイン
#低酸素誘導因子
#インスリン様成長因子結合タンパク質1

=>野外生物におけるこれらの遺伝子群の発現量を、生態系が受けている貧酸素
ストレスの指標として使用できる可能性を示唆。

シロギス卵における Heat shock 70 kDa protein、Hypoxia-inducible factor、
Insulin-like growth factor-binding protein 1の発現パターン。

⑧



研究成果の概要

4]現在の沿岸域における酸性化・貧酸素化進行状況の定量評価
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が特定された（図2-9:本章に再掲）。この発見により、今後は網羅的遺伝子解析によらず、この３種の

遺伝子の発現量をピンポイントで定量することでも、生物が受けている貧酸素ストレスを簡易的に評価

できる可能性が開けた。またキタクシノハクモヒトデではストレス応答遺伝子であるHSC70の遺伝子配

列の抽出に成功しており、この指標遺伝子もストレス指標として利用できる可能性がある。 

 

4] 現在の沿岸域における酸性化・貧酸素化進行状況の定量評価 

 サブテーマ3における各沿岸域のDO、pH、Wara観測結果と、サブテーマ1で算出された各項目の複合影

響発現閾値とを比較することにより、宮古、柏崎及び東京湾における各項目の年間最低値が複合影響発

現閾値を未だ上回っているか否かを判別し、上回っている場合は年間最低値と複合影響発現閾値の間の

差（影響発現猶予値）、下回っている場合は年間で日最低値が複合影響発現閾値下回る日数（閾値超過

日数）をそれぞれ算出した（表3-2：本章に再掲）。この結果、pHはすべての海域で年間最低値が複合

影響発現閾値を上回ったが、Waraは宮古地先と沖合で1日未満〜10日、東京湾では87日間、日最低値が

複合影響発現閾値をすでに現時点で下回っていることが判明した。また東京湾では、DOについても日最

低値が複合影響発現閾値を下回っている日が1日だけ存在した。既に記したように、東京湾では現行の

底層溶存酸素濃度基準値そのものがシロギスに対しては低すぎることがサブテーマ1の実験により示唆

されていたが、実海域の観測結果からも、底層溶存酸素濃度基準値を満たしながらシロギスの24h-LD5

を下回っている日が僅かながらも東京湾で存在することが確かめられたことになる。 

これらの結果は、すでに現在の沿岸域においても沿岸生物に酸性化や貧酸素化の影響が生じている

可能性を示唆しており、該当海域において生物側のモニタリングを強化する必要がある。 

 

表3-2  宮古、柏崎、東京湾におけるDO、pH、Waraの年間最低値と、そこから計算された複合影響発現猶

予値もしくは閾値超過日数 

 

    宮古地先 宮古沖  柏崎地先 柏崎沖  東京湾# 

 

DO 

 年間最低値(µmol/kg)  224   237   216   204   88 

 影響発現猶予値(µmol/kg)  92   105    95    72  ---- 

 閾値超過日数(日)            1 

pH 

 年間最低値   7.92  7.96  7.81  7.94  7.60 

 影響発現猶予値  0.32  0.36  0.21  0.34  0.00 

Wara 

 年間最低値   1.59  1.31  1.67  2.19  0.87 

 影響発現猶予値  ----  ----  0.07  0.69  ---- 

  閾値超過日数(日)  0.25   10       87 

 

 

5] 栄養塩負荷量の削減が沿岸域の貧酸素化・酸性化を抑制する効果の定量的評価 

 以上の結果を踏まえ、本研究課題の最終目標である標記の効果の定量評価のために、サブテーマ3と4

の双方において複数の解析と数値実験を実施した。 

 サブテーマ3では、各沿岸域共通でDOとpHの変動に正相関が見られることを利用して、栄養塩負荷量

削減等の施作により海域の酸素飽和度を10%改善させることができた場合に、付随して期待されるpHと

Waraの増加量を海域ごとに定量化した（表3-3：本章に再掲）。この値は、各沿岸自治体が現に実施し

ている貧酸素対策が、酸性化抑制策としてはどの程度の効果を持っているのかを定量的に評価する際に

有益な情報と考えている。 
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・宮古地先/沖合、柏崎地/沖合、東京湾における
DO, pH, Waraの年間最低値と、飼育実験で得られた
複合影響発現閾値とを比較

*年最低値＞閾値の場合 =>最低値と閾値の差を
算出（影響発現猶予値）

*年最低値＜閾値の場合 =>観測値が閾値以下になる
積算日数を算出（閾値超過日数）

宮古地先・宮古沖合における
DOとpHの年間最低値

宮古、柏崎、東京湾におけるDO、pH、Waraの年間最低値と、
そこから計算された複合影響発現猶予値もしくは閾値超過日数

・東京湾ではWaraが影響発現閾値を
下回る日数が87日間、
DOが影響発現閾値を下回る日が
1日存在していた事を確認

=>現在の東京湾でも貧酸素化・
酸性化複合影響が生じ得ることを
示唆。
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研究成果の概要

5]栄養塩負荷量の削減が沿岸域の貧酸素化・酸性化を抑制する効果の定量的評価

①沿岸モニタリングの結果から、沿岸ではDO・pH・Waraが
すべて連動して増減する傾向にある事を確認。

=> DOとpH、DOとWaraの相関の傾きから、栄養塩削減施策
により沿岸の酸素飽和度が10%改善した場合に、
連動して発生することが期待されるpHとWaraの増加量を
海域ごとに試算。

Þ 貧酸素対策が、酸性化対策としてもどの程度の効果が
あるかを自治体が試算する際の参考値として有用。
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表3-3 各海域の酸素飽和度を10%改善させることで期待されるpHとWaraの上昇量 

 

  宮古地先 宮古沖  柏崎地先 柏崎沖  東京湾 

 

pH  0.04   0.06   0.11   0.10   0.05 

Wara  0.18   0.24   0.55   0.43   0.24 

 

 

また同じくサブテーマ3の解析結果から、宮古・柏崎・東京湾ともに降雨による塩分低下時にDO、

pH、Waraの短期的な低下が引き起こされており、DOやWaraが影響発現閾値に迫る、あるいは下回る値を

取るのもほぼ全てがこの塩分低下時であることが判明した（図3-7）。将来予測でも、将来の沿岸域に

おいて特に深刻なDO、pH、Waraの低下が引き起こされるのは塩分低下時であったことから、塩分低下時

にDO、pH、Waraを低下させる要因を特定し、その要因を解消できれば沿岸域における酸性化・貧酸素化

リスクを大幅に低下できると考え、上記三海域以外で公開されているDO・pH連続観測データも加えて要

因解明を進めた。この結果、塩分の低下量と同時に引き起こされるDO、pH、Waraの低下量との間の比例

係数が、海域に流入する主要河川の栄養塩濃度と正相関していることが明らかになった（図3-9:本章に

再掲）。図3-9の回帰直線はほぼ原点を通過しているため、海域への栄養塩負荷量を半減させれば、同

じ降雨量に対応するDO、pH、Waraの低下量もまた半減させられることを示している。これもまた、栄養

塩負荷施策が貧酸素だけでなく、現在の沿岸域における短期的な酸性化の発生リスクに対しても抑制効

果を持つことを定量的に示す結果である。 

 

図3-9 東京湾、瀬戸内海、三陸・北陸沿岸域の各海域において!"####m10(sal)＞1となる月に対して算出さ

れた、!"####m10(sal)の増加に対する!"####m10(pH)の増加率と、各海域に流入する主要河川の年平均硝酸塩濃度

との相関プロット。 

 

サブテーマ4が実施する数値モデルによる将来予測では、数値モデルの時間分解能の限界から短期の

変動成分を直接計算に組み込めないため、モデルによる予測結果に現在の観測で得られた短期の変動成

分を固定値として加算しているが、この部分に上記の解析結果を反映させ、各海域へ流入する河川の栄

養塩濃度を現在の観測値で将来も一定とした場合（コントロールシナリオ）ではモデルによる予測結果

に現在観測されている短期変動成分をそのまま加算する一方、将来の栄養塩負荷量を半減させた栄養塩

半減シナリオでは現在観測されている短期変動成分の振幅を半分に減らして加算、将来の栄養塩負荷量

を倍増させた栄養塩倍増シナリオでは現在観測されている短期変動成分の振幅を倍加して加算すること
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研究成果の概要

5]栄養塩負荷量の削減が沿岸域の貧酸素化・酸性化を抑制する効果の定量的評価

②沿岸への栄養塩負荷量に応答してDO・pH・Waraの変動が変化する過程を組み込んだ高解像度沿岸生
態系モデルを用いて、東京湾における将来のDOの閾値超過日数が栄養塩シナリオによってどのように
変動するかを予測した。

# RCP8.5シナリオで、栄養塩負荷量の削減なし =>2100年までにDOの閾値超過日数が大幅増加。

# RCP8.5シナリオで、栄養塩負荷量を現在から半減 => 2100年までにDOの閾値超過日数が大幅低下

# RCP2.6シナリオで、栄養塩負荷量を現在から半減 =>2050年までに、 DOの閾値超過日数がゼロに

結果

=>「将来の酸性化対策としての栄養塩負荷量抑制政策」の有効性を示す結果に。

複数のCO2排出シナリオ及び栄養塩

負荷量シナリオ別に算出された、将
来の東京湾底層におけるDOがシロ
ギスの仔魚（左）及び卵（右）の24-h 
LC5（上）及び24-h LC50（下）を下回る
日数の将来予測結果
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研究成果の概要

6]栄養塩負荷量の削減が沿岸域の貧酸素化・酸性化を抑制する効果に関する国民との対話

・３年間で12件の「国民との対話」を実施し、特に「栄養塩負荷量の削減が沿岸域の貧酸素化・酸性化を
抑制する」という研究成果とその社会実装方法について、参加者との協議を重ねた。

結果

# 国民の多くが酸性化の解決には世界的なCO2削減のみが有効で、地域でできる対策はないと
認識していた。 <= 本研究にはその意識を変える効果がある。

# 漁業者からは、単純な栄養塩削減には否定的な意見（貝類漁業者を除く）
=>海の生産力と貧酸素化・酸性化回避のバランスをとる現実的な手法についての議論を各所で実施。
現場から出た有望な案として、

・能動的栄養塩放出量管理
・海底耕運による再生栄養塩負荷量の削減
・藻場による河口域での栄養塩吸収処理

などがあげられた。

# 今後も対話を重ね、漁業関係者も沿岸住民も
受け入れやすい栄養塩管理手法を海域ごとに
検討していく。

瀬戸内海環境保全協会公開講座における
沿岸自治体職員・漁業関係者との対話の様子
[瀬戸内海環境保全協会HPより]
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環境政策等への貢献

①シロギス卵・仔魚の貧酸素影響発現閾値が、底層溶存酸素濃度基準値（生物1）よりも高い。
②酸性化が進行すると、貧酸素影響発現閾値は現在よりもさらに高くなる
=>将来底層溶存酸素濃度基準値を改訂する際の重要な参考情報

③貧酸素条件下において特異的に発現量が増加する３種の遺伝子の特定に成功
=>海洋生物の貧酸素ストレスを評価するモニタリング指標の候補に

④東京湾では現在でも既に、アラゴナイト飽和度が酸性化影響発現閾値を87日間下回っている。
また貧酸素影響発現閾値も1日だけ下回った。

=>東京湾で酸性化・貧酸素化複合影響が発現するおそれがあり、モニタリングの強化が必要

⑤貧酸素対策により沿岸域の酸素飽和度を10%上昇させることに成功した場合、同時に期待される
pHとアラゴナイト飽和度の上昇量を海域ごとに定量化。
=>既存の貧酸素対策が持つ酸性化抑制作としての効果を自治体が試算する際の参考値に

⑥将来の東京湾における底層溶存酸素濃度の閾値超過日数は、栄養塩負荷量を現在から半減させる
ことによって大幅に低下させることが可能。
CO2排出量削減（RCP2.6）と栄養塩負荷量半減の双方を実施した場合、2050年までに底層溶存酸素の
閾値超過日数をゼロにすることも可能。
=>「将来の酸性化対策としての栄養塩負荷量抑制政策」の有効性を示す科学的論拠に

13



研究目標の達成状況

目標どおりの成果をあげた

・6種の生物の複合影響飼育試験を実施し、溶存酸素濃度の貧酸素影響発現閾値がpH条件毎に異なる「複合影響」

の発生を確認した。

21世紀末に予想されるpH条件下ではDOの貧酸素影響発現閾値が現在よりも上昇し、酸性化によって生物が
貧酸素に対して更に脆弱になる可能性が示された。

・ 6種の生物の遺伝子発現解析、3種の生物の殻の形態観察と元素分析を実施し、複合影響の発現機序を推定した。
貧酸素影響の発現機序として電子伝達系の機能低下、複合影響の発現機序としてボーア効果が推定された。
また、貧酸素条件下において特異的に発現量が増加する３種の遺伝子の特定に成功した。

・宮古、柏崎、東京湾のモニタリングを実施し、pHの変動を±0.02以下の精度、 DOの変動を±5µmol/kgの精度で
把握した。この結果を元に現在の各海域の酸性化・貧酸素化の進行状況を定量的に評価した。
この結果、東京湾では既に酸性化・貧酸素化複合影響が生じている可能性を明らかにした。

・本課題の最終目標である、栄養塩負荷量管理による貧酸素化・酸性化の進行抑制効果の定量化のために、
①貧酸素対策により沿岸の酸素飽和度を10%上昇させた場合に期待されるpHとアラゴナイト飽和度の上昇量の

定量的な推定
②将来の各海域における酸性化・貧酸素化の栄養塩シナリオ別進行予測

を実施した。
特に高栄養塩負荷海域である東京湾では、栄養塩負荷量を現在から半減させることで、将来のCO2排出量をRCP8.5
からRCP2.6に引き下げたのとほぼ同程度の酸性化・貧酸素化複合影響発現リスク抑制効果を期待できることを定量
的に示した。

これらの知見を統合して、沿岸自治体からの影響塩負荷量を削減する施作が将来の酸性化・貧酸素複合影響を
低減する適応策として有効であることを示す一連の理論的根拠を構築し、各沿岸の自治体関係者や漁業関係者
に対して情報発信を行うとともに、漁業関係者も沿岸住民も受け入れやすい具体的な社会実装方法についての
検討を進めた。
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